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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板を処理する処理室と、該処理室に処理ガスを供給するガス供給ラインと、前記処理
室の処理ガスを排気する排気ラインと、該排気ラインに設けられ、処理ガス中の液化物を
貯溜する貯液手段と、該貯液手段より下流側に設けられ、前記貯液手段からの液化物を外
部に排出する排液ラインと、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を制御する圧
力制御手段と、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を絶対圧で検出する絶対圧
検出手段と、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を外気との差圧で検出する差
圧検出手段と、前記処理室で基板を処理する際は、前記絶対圧検出手段の検出する検出値
に基づき前記圧力制御手段を制御しつつ前記貯液手段と前記外部とを連通しない状態とな
る様に前記貯液手段を制御し、前記貯液手段に貯溜された液化物を排出する際には、前記
差圧検出手段の検出する検出値に基づき前記排液ラインと外部とが連通する状態となる様
に前記貯液手段を制御する制御部とを有することを特徴とする基板処理装置。　
【請求項２】
　ガス供給ラインから処理室へ供給された処理ガスを排気する排気ラインに設けられた絶
対圧検出手段が検出する検出値に基づき、前記排気ラインに設けられた貯液手段と外部と
を連通しない状態となる様に前記貯液手段を制御し、圧力制御手段で前記処理室の圧力を
制御しつつ前記処理室で基板を処理する工程と、前記排気ラインに設けられた差圧検出手
段で前記処理室の圧力を外気との差圧で検出する検出値に基づき、前記貯液手段と外部と
が連通する状態となる様に前記貯液手段を制御し、前記貯液手段に貯溜された前記処理ガ
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ス中の液化物を前記外部へ排出する工程とを有することを特徴とする半導体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はシリコンウェーハ等の基板に酸化膜等の成膜処理を行う基板処理装置に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　基板処理装置は、シリコンウェーハ等の基板を処理する為の処理炉を具備し、該処理炉
内の処理室に所定枚数のウェーハを収納し、該ウェーハを加熱しつつ処理ガスを導入して
、ウェーハ表面に成膜処理、或は不純物の拡散等の処理を行っている。又、処理後の排気
ガス中に液化成分を含む処理、例えば純粋な水蒸気を処理ガスとして酸化膜の生成を行う
基板処理装置では、処理炉の排気系に液化成分を貯溜する為の貯液手段を具備している。
【０００３】
　例えば特許文献１は、図７で示す様に、酸化膜を生成するパイロジェニック炉５７を具
備している半導体製造装置を示しており、排気系５８には排気ガス中の液化した水を捕捉
し、又所定量以上となった場合に水を排出する貯水器５９を示している。又、成膜品質を
一定にする為には、前記排気系５８には、処理室の圧力を所定圧に保持する為の排気制御
用バルブ装置が設けられている（図７中には図示せず）。
【０００４】
　従来、排気制御用バルブ装置は、外気圧を基準として処理室の圧力を検出し、検出結果
に基づき、処理室内を制御している。一方、検出する外気圧は、基板処理装置が設置され
ている標高、外気圧の変化によって変動するので、処理室内の圧力もその影響により変動
してしまうのを防ぐ様、外気圧の変動を考慮して前記排気制御用バルブ装置による圧力制
御をしなければならず、調整作業が面倒であったという問題がある。
【０００５】
　又、貯液手段に貯溜した液体を排出する場合に、前記処理室内の圧力の変動が無い様に
考慮されなければならず、更に、液化した液が前記排気系５８を構成する配管に残留しな
い様に考慮されなければならない。
【０００６】
【特許文献１】特開平６－３２６０８５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は斯かる実情に鑑み、外気圧の変動に拘らず、処理室内の圧力を所定値に保持制
御可能とすると共に、処理室内の圧力を変動させることなく貯溜液の排出を可能とするも
のである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、基板を処理する処理室と、該処理室に処理ガスを供給するガス供給ラインと
、前記処理室の処理ガスを排気する排気ラインと、該排気ラインに設けられ、処理ガス中
の液化物を貯溜する貯液具と、該貯液具より下流側に設けられ、該貯液具からの液化物を
外部に排出する排液ラインと、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を制御する
圧力制御手段と、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を絶対圧で検出する絶対
圧検出手段と、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を外気との差圧で検出する
差圧検出手段とを具備し、基板を処理する際は、前記絶対圧検出手段の検出する検出値に
基づき前記圧力制御手段を制御しつつ前記排液ラインと前記外部とを連通しない状態とし
、液化物を排出する際には、前記差圧検出手段の検出する検出値に基づき前記排液ライン
と外部とが連通する状態となる様に制御する基板処理装置に係るものである。
【発明の効果】
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【０００９】
　本発明によれば、基板を処理する処理室と、該処理室に処理ガスを供給するガス供給ラ
インと、前記処理室の処理ガスを排気する排気ラインと、該排気ラインに設けられ、処理
ガス中の液化物を貯溜する貯液具と、該貯液具より下流側に設けられ、該貯液具からの液
化物を外部に排出する排液ラインと、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を制
御する圧力制御手段と、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を絶対圧で検出す
る絶対圧検出手段と、前記排気ラインに設けられ、前記処理室の圧力を外気との差圧で検
出する差圧検出手段とを具備し、基板を処理する際は、前記絶対圧検出手段の検出する検
出値に基づき前記圧力制御手段を制御しつつ前記排液ラインと前記外部とを連通しない状
態とし、液化物を排出する際には、前記差圧検出手段の検出する検出値に基づき前記排液
ラインと外部とが連通する状態となる様に制御するので、前記排液ラインからの外気の進
入、大気圧の変動の影響を防止でき、一定の排気圧下での処理が可能となり、処理品質が
向上し、安定した基板処理を行うことが可能となり、又液化物を排出する際にも排気ライ
ン及び処理室内の圧力が外気圧より負圧になってスムーズに排出されない様なことを防ぐ
ことができる等の優れた効果を発揮する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、図面を参照しつつ本発明を実施する為の最良の形態を説明する。
【００１１】
　先ず、図１に於いて、本発明が実施される基板処理装置に用いられる酸化、拡散処理炉
の一例について説明する。
【００１２】
　図１はバッチ式の処理炉を示しており、ヒータベース２１に加熱手段であるヒータ１０
が立設され、該ヒータ１０内に炭化珪素製の均熱管１が同心に収納され、該均熱管１内に
炭化珪素製又は石英製の反応管２が同心に配設され、該反応管２は処理室１９を画成する
。
【００１３】
　前記反応管２の下端部には導入口５が取付けられ、該導入口５はガス供給ラインを介し
て図示しない処理ガス供給源（例えば水蒸気発生器）、或は窒素ガス等の不活性ガス（パ
ージガス）供給源に接続され、ガス供給ラインはガス供給管３、流量制御手段、例えばマ
スフローコントローラ２２が設けられている。該マスフローコントローラ２２は、供給す
る水蒸気（Ｈ2 Ｏ）又はガスの流量を所定の量に制御し得る。
【００１４】
　又、前記反応管２の下端部には排気口９が連通され、該排気口９はガス排気ラインを介
して図示しない排気装置に接続され、ガス排気ラインにはガス排気管４、差圧型圧力セン
サ２３、圧力制御弁２４が設けられている。
【００１５】
　該圧力制御弁２４は、後述する真空発生器２４ａ、及び絶対圧検出センサ２４ｂを具備
している。前記真空発生器２４ａは後述するＮ2 供給ライン４５からの窒素ガスの高速噴
射（エジェクタ）で真空を発生するものであり、前記絶対圧検出センサ２４ｂは発生され
た真空と後述する排気圧検知ライン４９から得られる前記ガス排気管４の圧力差、即ち該
ガス排気管４の絶対圧、換言すれば前記処理室１９の絶対圧を検出するものであり、前記
絶対圧検出センサ２４ｂは０～１３３０ｈＰａの範囲で圧力の検知が可能となっており、
検出圧力は圧力制御部２９に送出される様になっている。
【００１６】
　前記導入口５には導管６が連通され、該導管６は前記反応管２の外面に沿って上昇し、
該反応管２の上端面に設けられたガス溜め部７に連通し、該ガス溜め部７は分散孔８を介
して前記処理室１９と連通している。
【００１７】
　該処理室１９には炭化珪素製又は石英製のボート１６が装入、引出し可能となっており
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、該ボート１６はボートキャップ１５、ベース１２を介してシールキャップ１３に載置さ
れ、該シールキャップ１３は前記反応管２の下端開放面を気密に閉塞可能である。前記シ
ールキャップ１３はボートエレベータ１８によって支持され、該ボートエレベータ１８は
前記シールキャップ１３を介して前記ボートキャップ１５、前記ボート１６を昇降可能で
あり、昇降によって前記ボート１６が前記処理室１９に装脱可能となっている。
【００１８】
　前記ボートキャップ１５は前記ベース１２に対して回転可能であり、前記ボートキャッ
プ１５は回転手段１４によって回転可能となっている。
【００１９】
　図１中、２５は主制御部を示し、該主制御部２５は温度制御部２６、ガス流量制御部２
７、駆動制御部２８、前記圧力制御部２９を具備している。該圧力制御部２９は、前記差
圧型圧力センサ２３からの圧力検出信号及び／又は前記絶対圧検出センサ２４ｂからの圧
力検出信号に基づき前記処理室１９を所定の圧力に制御する。
【００２０】
　炉内の所要箇所の温度を検出する熱電対１１からの検出結果は前記温度制御部２６に入
力され、該温度制御部２６は温度検出結果を基に前記処理室１９が所定温度、例えばプロ
セス温度となる様に前記ヒータ１０を制御する。又、前記ガス流量制御部２７は前記導入
口５から導入される反応ガスを所定流量に制御し、前記圧力制御部２９は、前記差圧型圧
力センサ２３及び／又は前記絶対圧検出センサ２４ｂから入力される圧力を基に前記圧力
制御弁２４を制御して前記処理室１９の圧力を所定圧力例えばプロセス圧力に制御する。
【００２１】
　前記駆動制御部２８は、前記回転手段１４を制御して処理中の前記ボート１６を所定の
回転速度で回転させ、又前記ボートエレベータ１８を制御して、前記ボート１６の昇降を
行わせる。
【００２２】
　以下、基板処理の一例である酸化処理、例えば水蒸気によるパイロジェニック酸化を説
明する。
【００２３】
　前記ボートエレベータ１８を駆動して、前記ボート１６を降下させる。
【００２４】
　図示しないウェーハ移載機により前記ボート１６にウェーハ１７を１バッチ分の所定枚
数移載する。前記ヒータ１０により前記反応管２内が前記均熱管１を介して加熱され、前
記熱電対１１により検出される前記処理室１９の温度に基づいて、該処理室１９の温度が
所定の温度、例えば６００℃に制御される。尚、予め前記処理室１９は前記導入口５、前
記導管６より不活性ガスが供給され、不活性ガスが充填されている。
【００２５】
　未処理ウェーハ１７が前記ボート１６に装填され、該ボート１６が前記ボートエレベー
タ１８により前記反応管２に装入される。前記ボート１６の装入状態では、前記シールキ
ャップ１３が前記反応管２の下端開口部を気密に閉塞する。前記処理室１９の温度を、例
えば処理温度としての７５０℃～１０００℃から選択される温度迄昇温しつつ前記絶対圧
検出センサ２４ｂの検出圧力を基に前記圧力制御弁２４により、前記処理室１９の圧力が
処理圧、例えば９５０ｈＰａ～９６０ｈＰａに維持される。
【００２６】
　前記回転手段１４が駆動され、前記ボート１６を介して前記ウェーハ１７が回転される
。同時に前記ガス供給管３から反応ガスとして水蒸気が供給される。供給された水蒸気は
は、前記ガス溜め部７から前記分散孔８を通って前記反応管２を下降し、前記ウェーハ１
７に対して均等に供給され、酸化処理が成される。酸化処理中の前記処理室１９は、前記
ガス排気管４を介して排気ガスが排気される。
【００２７】
　基板処理が完了すると、前記処理室１９が不活性ガスによりガスパージされ、前記ボー



(5) JP 4813854 B2 2011.11.9

10

20

30

40

50

トエレベータ１８により前記ボート１６が降下され、処理済のウェーハ１７が払出される
。
【００２８】
　空となった前記ボート１６に未処理ウェーハ１７が移載され、上記した処理が繰返され
る。
【００２９】
　尚、一例迄、本実施の形態の処理炉にて処理される処理条件は、ＳｉＯ2 膜の成膜に於
いては、ウェーハ温度７５０℃、ガス種供給量は酸素（Ｏ2 ）８ｌ／ｍｉｎ、水素（Ｈ2 
）８ｌ／ｍｉｎ、処理圧力は９６０ｈＰａである。
【００３０】
　以下、図２を参照して前記圧力制御弁２４を含む排気系３０について説明する。
【００３１】
　前記排気口９に接続された前記ガス排気管４は耐熱、耐食性の合成樹脂製であり、例え
ばフッ素樹脂製であり、工場排気装置のダクト等に接続されている。該工場の排気系は大
気に対して、例えば－１０００Ｐａ程度の負圧となっている。前記ガス排気管４には、下
流側に向ってガスクーラ３１、前記差圧型圧力センサ２３、前記圧力制御弁２４、第１開
閉弁３２、第１圧力検出器３３が設けられている。前記差圧型圧力センサ２３は差圧型セ
ンサであり、前記処理室１９と外気との差圧を検出可能となっている。前記ガスクーラ３
１の下流側に排液ライン３４が連通され、該排液ライン３４には下流側に向って第１エア
バルブ３５、貯溜具であるドレインタンク３６、第２エアバルブ３７が設けられ、前記ド
レインタンク３６には貯液を排出する為のドレイン管５０が接続されている。前記第１エ
アバルブ３５、前記ドレインタンク３６、前記第２エアバルブ３７等は貯液手段４０を構
成する。前記ドレインタンク３６の概略を図３（Ａ）に示す。
【００３２】
　前記ドレインタンク３６は、１回の処理で発生する水分を充分貯溜することができる容
量を有し、該ドレインタンク３６の上端と下端に前記排液ライン３４が連通している。又
、１回の処理で発生する水分を貯溜した場合の液位より上方に、後述する圧力制御部ドレ
インライン４３が連通している。
【００３３】
　前記排液ライン３４の前記ガスクーラ３１と前記第１エアバルブ３５との間と、前記ガ
ス排気管４の前記第１開閉弁３２と前記圧力検出器３３との間はバイパスライン３８によ
って接続され、該バイパスライン３８には前記排液ライン３４から前記ガス排気管４に向
って第３エアバルブ３９、第２開閉弁４１が設けられている。前記第３エアバルブ３９は
ノーマリーオープンバルブ（常時開バルブ）であり、通電時に閉となる様になっており、
停電時前記第３エアバルブ３９が開となり、前記処理室１９の圧力を逃す様になっている
。又、前記第３エアバルブ３９は、前記差圧型圧力センサ２３が外気の圧力以上の圧力を
検出した場合、前記反応管２が過加圧により割れたりしない様に開となり、前記処理室１
９の圧力を逃す様になっている。
【００３４】
　前記ガス排気管４の所要位置、図示では前記バイパスライン３８の前記第３エアバルブ
３９の上流側と前記ドレインタンク３６とは同圧化ライン４２によって連通されている。
該同圧化ライン４２によって前記処理室１９と前記ドレインタンク３６の圧力が等しくさ
れることで、排水性能が向上される。
【００３５】
　前記圧力制御弁２４と前記ドレインタンク３６とは圧力制御部ドレインライン４３によ
って接続され、該圧力制御部ドレインライン４３には第４エアバルブ４４が設けられてい
る。
【００３６】
　前記圧力制御弁２４には、真空圧発生用のＮ2 供給ライン４５が接続され、又該Ｎ2 供
給ライン４５から圧力制御部駆動用のパイロットライン４６が分岐されている。前記Ｎ2 
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供給ライン４５には、前記パイロットライン４６との分岐点より下流側に第６エアバルブ
５３が設けられ、該第６エアバルブ５３は前記圧力制御部２９によって開閉される。又前
記パイロットライン４６は前記圧力制御弁２４に接続され、前記パイロットライン４６に
は分岐点から下流に向って圧力調整弁４７、圧力センサ４８が設けられ、前記ガス排気管
４の圧力は前記排気圧検知ライン４９により前記圧力制御弁２４に送出されている。
【００３７】
　次に、基板処理に伴う前記排気系３０の作用について図２、図３、図４を参照して説明
する。
【００３８】
　基板処理中は、前記第１開閉弁３２、前記第２開閉弁４１、前記第１エアバルブ３５、
前記第４エアバルブ４４、第６エアバルブ５３が開、前記第３エアバルブ３９、前記第２
エアバルブ３７が閉となっており（図２、図３（Ａ））、前記処理室１９から排出される
排気ガスは前記排気口９から前記ガス排気管４を介し、前記ガスクーラ３１、前記圧力制
御弁２４を通って工場排気装置に排出される。
【００３９】
　基板処理中、前記処理室１９の処理圧力は絶対圧検出センサ２４ｂによって検出される
。即ち、前記絶対圧検出センサ２４ｂによって前記処理室１９の絶対圧が検出される。該
絶対圧検出センサ２４ｂは前記Ｎ2 供給ライン４５の前記第６エアバルブ５３が開され大
量のＮ2 が前記真空発生器２４ａに流入されることにより発生される真空状態と前記処理
室１９の圧力との差、即ち該処理室１９の絶対圧を検出する。
【００４０】
　前記圧力制御部２９は、処理室を例えば９５０ｈＰａに維持制御するとした場合、前記
圧力制御部２９は前記絶対圧検出センサ２４ｂの検出圧力に基づき前記処理室１９の圧力
が９５０ｈＰａとなる様に排気系、例えば前記圧力制御弁２４を制御する。該圧力制御弁
２４の制御としては、例えば、前記パイロットライン４６のパイロット圧を前記圧力調整
弁４７によって制御し、前記圧力制御弁２４内に含まれている弁の開度を調整する等であ
る。前記絶対圧検出センサ２４ｂの検出圧は真空を基準とするので、気象条件等大気圧が
変動しても影響を受けることはない。従って、前記処理室１９の処理圧は大気の変動に拘
らず、例えば９５０ｈＰａの処理圧に維持制御される。
【００４１】
　前記差圧型圧力センサ２３は外気の圧力即ち大気圧との差を検出するので、気象条件に
よって検出する値が変動する。
【００４２】
　基板処理工程では、前記処理室１９の圧力によって、膜厚、膜質が変動するので、品質
の維持向上には、該処理室１９内の圧力は絶対圧で制御する必要があるが、処理中を除く
駆動部の制御、例えばエアバルブ等のシーケンス制御には絶対圧は必要とされない。従っ
て、基板処理前、基板処理後の前記処理室１９の圧力制御、或は駆動部を作動させるタイ
ミングを得る為の圧力検出は、前記差圧型圧力センサ２３が検出した圧力検出値に基づき
実行される。例えば、前記第１エアバルブ３５、前記第２エアバルブ３７、前記第４エア
バルブ４４等駆動部の開閉のタイミングは前記差圧型圧力センサ２３の圧力検出に基づき
実行される。
【００４３】
　この場合、前記Ｎ2 供給ライン４５は前記第６エアバルブ５３によって閉とされ、前記
圧力制御弁２４には窒素ガスの供給が停止されている。前記真空発生器２４ａによる真空
発生には大量の窒素ガスを使用するので、絶対圧が必要な基板処理工程のみ前記真空発生
器２４ａを作動させることで、窒素ガスの消費量を減少させランニングコストを低減でき
る。
【００４４】
　又、処理中、排気ガスには蒸気が含まれており、該蒸気は前記ガスクーラ３１で冷却さ
れることで凝縮し、前記ドレインタンク３６に滴下貯溜される。この時、前記ガスクーラ
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３１で凝縮しなかった排気中の水蒸気で、前記圧力制御弁２４内で凝縮するものもあり、
該圧力制御弁２４で凝縮した水は前記圧力制御部ドレインライン４３を通って前記ドレイ
ンタンク３６に貯溜される。尚、前記同圧化ライン４２により前記ガス排気管４の排気圧
と前記ドレインタンク３６内の圧力が同圧化されているので、前記排液ライン３４、前記
圧力制御部ドレインライン４３からの水の流入は円滑に行われる。
【００４５】
　基板処理が完了すると、前記処理室１９が窒素ガスによりガスパージされ、前記差圧型
圧力センサ２３が検出した圧力検出値に基づき、大気圧復帰し、前記ボートエレベータ１
８により前記ボート１６が降下される。この時、前記差圧型圧力センサ２３は、絶対圧で
なく、外気との差圧により大気圧復帰させるので、前記処理室１９と外気との圧力差を確
実に同圧化することができ、前記シールキャップ１３を開する際の衝撃により前記反応管
２が割れてしまうことを防げる。又、大気圧復帰されると前記第１エアバルブ３５、前記
第４エアバルブ４４が閉となる。その後、前記第２エアバルブ３７が開となり、前記ドレ
インタンク３６内に貯溜された水は前記第２エアバルブ３７を通って排出される（図２、
図３（Ｂ））。この時、前記差圧型圧力センサ２３は、絶対圧でなく外気との差圧を検出
し、この差圧に基づき大気圧復帰させるので、前記ドレインタンク３６内と外気との差圧
を確実に同圧化することができ、スムーズに排液することができる。
【００４６】
　前記ドレインタンク３６の水が排出されると、前記第２エアバルブ３７が閉とされ、前
記ドレインタンク３６が外気と縁切り（遮断）された後、前記第１エアバルブ３５、第４
エアバルブ４４が開とされる（図２、図３（Ｃ））。前記ドレインタンク３６内は前記同
圧化ライン４２によって排気圧と同圧化されるので、前記第１エアバルブ３５、前記第４
エアバルブ４４が閉状態で前記排液ライン３４、圧力制御部ドレインライン４３に溜った
水５１（図３（Ｂ）参照）も円滑に前記ドレインタンク３６に排出される。
【００４７】
　尚、前記同圧化ライン４２に第５エアバルブ５２を設けてもよいが、この場合、該第５
エアバルブ５２は、前記第１エアバルブ３５、前記第４エアバルブ４４が閉し、前記第２
エアバルブ３７が開する前に閉し、又前記第２エアバルブ３７が閉した後、前記第１エア
バルブ３５、前記第４エアバルブ４４が開する前に開する（図４参照）。即ち、前記第２
エアバルブ３７が開している状態では前記第５エアバルブ５２は閉状態となっており、前
記第２エアバルブ３７が開したことにより、前記同圧化ライン４２を介して外気圧が前記
処理室１９に影響を与えずに、更に外気が前記ガス排気管４を逆流し、前記処理室１９に
混入するのを防ぐ様にすることができる。
【００４８】
　尚、前記第１開閉弁３２、前記第２開閉弁４１はメンテナンス時に工場排気装置と縁切
りする為、閉とされる。又、前記圧力検出器３３は工場排気装置側の圧力を検知しており
、工場排気装置側の圧力の変動により、工場排気装置側の圧力変動が前記処理室１９の圧
力に影響を与えない様に監視している。
【００４９】
　図５により第２の貯液手段４０について説明する。尚、図５中、図２中で示したものと
同等のものには同符号を付し、その説明を省略する。
【００５０】
　図５に示す貯液手段４０では、下部ドレイン管５０ａを内部上方に突出する様にドレイ
ンタンク３６に接続し、該ドレインタンク３６内に水溜部５５が形成される様にし、上部
ドレイン管５０ｂの下端を前記水溜部５５に浸漬する様にしたものであり、第２エアバル
ブ３７を開とした場合に前記下部ドレイン管５０ａから前記上部ドレイン管５０ｂに外気
が逆流すること防止される様にしたものである。尚、前記下部ドレイン管５０ａの上端部
は、斜めにカットされており、該下部ドレイン管５０ａの上端に表面張力が発生し、水が
流れ難くなるのを防いでいる。
【００５１】
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　図６により第３の貯液手段４０について説明する。該第３の貯液手段４０では、２つの
上部ドレインタンク３６ａ、下部ドレインタンク３６ｂを具備している。
【００５２】
　前記上部ドレインタンク３６ａには排液ライン３４の上部ドレイン管５０ｂが接続され
、前記上部ドレインタンク３６ａには中間ドレイン管５０ｃを介して前記下部ドレインタ
ンク３６ｂが接続され、前記中間ドレイン管５０ｃには第１エアバルブ３５が設けられて
いる。又、前記上部ドレインタンク３６ａには、圧力制御部ドレインライン４３が接続さ
れている。
【００５３】
　前記中間ドレイン管５０ｃの下端は前記下部ドレインタンク３６ｂの底面近くに達して
いる。又前記下部ドレインタンク３６ｂの底面を貫通して下部ドレイン管５０ａの上部が
突出しており、前記下部ドレインタンク３６ｂの底部に液が貯溜する水溜部５５が形成さ
れる様になっており、該水溜部５５に前記中間ドレイン管５０ｃの下端が浸漬する様にな
っている。尚、前記下部ドレイン管５０ａの前記水溜部５５より下方には第２エアバルブ
３７が設けられている。又、前記下部ドレインタンク３６ｂには、同圧化ライン４２が接
続されている。
【００５４】
　前記水溜部５５が形成されることで、前記第２エアバルブ３７を開とした場合に、前記
下部ドレイン管５０ａから前記中間ドレイン管５０ｃ、前記上部ドレイン管５０ｂに外気
が逆流しない様になっている。尚、ガス排気管４内の圧力と外気圧との間で大きな圧力差
が生じないことが分っている場合は、前記水溜部５５の逆流防止機能で充分であり、前記
第２エアバルブ３７は省略することができる。
【００５５】
　（付記）
　又、本発明は以下の実施の態様を含む。
【００５６】
　（付記１）基板を処理する処理室と、該処理室に処理ガスを供給するガス供給ラインと
、前記処理室内の前記処理ガスを排気する排気ラインと、該排気ラインに設けられ、前記
処理ガス中の液化物を貯蓄する貯液具と、該貯液具より上流側に設けられ、前記排気ライ
ンの主ラインと前記貯液具との間を開閉する第１開閉弁と、前記貯液具より下流側に設け
られ、前記貯液具からの液化物を排出制御可能な様に開閉する第２開閉弁と、前記排気ラ
インに設けられ、前記処理室の圧力を制御する圧力制御手段と、前記排気ラインに設けら
れ、前記処理室内の圧力を絶対圧で検出する絶対圧型圧力検出手段と、前記排気ラインに
設けられ、前記処理室内の圧力を外気との差圧にて検出する差圧型圧力検出手段とを備え
、前記基板を処理する際は、前記絶対圧型圧力検出手段の検出する検出値に基づき前記圧
力制御手段を制御しつつ前記第２開閉弁を閉状態にし、前記液化物を排出する際には、前
記差圧型圧力検出手段の検出する検出値に基づき前記第１開閉弁を閉状態にした後、前記
第２開閉弁を開状態にする様に制御することを特徴とする基板処理装置。
【図面の簡単な説明】
【００５７】
【図１】本発明の実施の形態に使用される処理炉を示す断面概略図である。
【図２】本発明の実施の形態に於ける排気系の説明図である。
【図３】（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）は該排気系に於ける貯液手段の説明図である。
【図４】該貯液手段に於けるバルブの開閉を示すタイミング線図である。
【図５】第２の貯溜手段を示す断面図である。
【図６】第３の貯溜手段を示す断面図である。
【図７】従来例を示す説明図である。
【符号の説明】
【００５８】
　　　　１　　　　　　　均熱管
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　　　　２　　　　　　　反応管
　　　　３　　　　　　　ガス供給管
　　　　４　　　　　　　ガス排気管
　　　　５　　　　　　　導入口
　　　　９　　　　　　　排気口
　　　　１９　　　　　　処理室
　　　　２３　　　　　　差圧型圧力センサ
　　　　２４　　　　　　圧力制御弁
　　　　２４ａ　　　　　真空発生器
　　　　２４ｂ　　　　　絶対圧検出センサ
　　　　２５　　　　　　主制御部
　　　　２９　　　　　　圧力制御部
　　　　３４　　　　　　排液ライン
　　　　３５　　　　　　第１エアバルブ
　　　　３６　　　　　　ドレインタンク
　　　　３７　　　　　　第２エアバルブ
　　　　３８　　　　　　バイパスライン
　　　　４２　　　　　　同圧化ライン
　　　　４４　　　　　　第４エアバルブ
　　　　４５　　　　　　Ｎ2 供給ライン

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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